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主 な 目 標 （項 目）

説　　　明 選定結果

　家庭用品中のアゾ化合物の分析法を確立するとともに、道内に流通する家庭用品中のアゾ化合物の
実態について調査を行う。

　新・北海道保健医療福祉計画［改訂版］「だれもが安心できる医療の確保のために」
　家庭用品規制法に基づく試買検査

　・　アゾ化合物の分析については国より試験法が示されているものの、化学変化しやすい物質であることから、
　　分析には困難を伴うことも予想されるが、これまで行ってきた種々の家庭用品中の有害化学物質検査で得ら
　　れた知見を活用する。
　・　また、実態調査については、過去に当所で行った研究で得られた知見を活用する。
　・　家庭用品中の有害物質に関する多くの知見を有する国立医薬品食品衛生研究所から必要に応じて情報
　　収集を行うとともに、全国の地方衛生研究所及び道内各保健所等と情報交換を行う。

前処理法およびGC/MSの分析条件等の検討(対象24化合物)、調査対象品の選定

　・　得られた結果から、道内に流通する家庭用品の安全性を評価する。
　・　調査結果を道関係部局等に報告し、試買検査等行政施策の一助とする。
　・　結果によっては、国立医薬品食品衛生研究所と連携し、全国的展開を図る。
　・　分析法の検討で新たな知見が得られた際には、保健所検査室等へフィードバックし、北海道全体の検査技
　　術の底上げへの一助とする。

道が取り組む必要性

 ・　国が示すアゾ化合物の前処理法及びガスクロマトグラフ質量分析計GC／MSでの分析条件が適用
　 可能か検討する。
 ・　道内に流通する家庭用品10検体程度について、アゾ化合物の検査を行う。

○

平成２９年度
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研究内容

○

事前１
課題
番号

Ａ・Ｂ・Ｃ

研究目的

○

自己評価 Ａ・Ｂ・Ｃ

　「家庭用品の安全性に関する調査研究」
　　　　-道内で流通する家庭用品中のアゾ化合物について

成果の活用策（活用の可能性）

研究ニーズ（背景、必要性、緊急性）

研究期間

関係施策
行政検査

研究手法（これまでの研究成果・知見の活用、他機関との連携等）

平成２９～３０年度

　・　道の施策である「だれもが安心できる医療の確保のために」と深く関連し、特に、道内に流通する家庭用
　　品の実態調査は、道民の健康被害を未然に防止する上で有用である。

年次別目標

平成３０年度

年 次 等

○

課　題
担当者

Ａ・Ｂ・Ｃ

適・否

総合評価

　本研究は、家庭用品規制法の改正により、新たな規制項目として設定されたアゾ化合物
について、道として検査体制を確立し、道内に流通している家庭用品の実態調査を行うこ
とにより、発がん性を有するアゾ染料による道民の健康被害を防止する観点からも重要な
研究課題で有り、優先的に取り組む必要がある。

同 上

　・　アゾ染料は種類が豊富で安価なことから、世界中で繊維製品や革製品等の染色に用いられている。しかし、
　　一部のアゾ染料は皮膚表面や腸内の細菌・肝臓等で還元分解され、発がん性を有するまたはそのおそれのある
　　芳香族アミン類を生成するとして、国内では家庭用品規制法が改正され、"特定芳香族アミン類を生成するア
　　ゾ化合物"（アゾ化合物）が新たな規制項目として設定された。（平成28年4月1日施行）
　・　北海道では、同法に基づき家庭用品中のホルムアルデヒド等の有害物質についての試買検査を行っている
　　が、現在のところアゾ化合物に関する検査は行っていない。また、今年度から新たに追加規制された項目であ
　　るため、全国的にも使用実態等はほとんど調査されていない。
　・　このため、アゾ化合物の試買検査実施や健康被害発生時の迅速な対応を図るため、分析法を早期に確立す
　　る必要がある。また、健康被害の未然防止のため、道内に流通する家庭用品中に含まれるアゾ化合物の実態
　　を調査する必要がある。

選定した調査対象品の分析(10件程度)、結果のとりまとめ

○

適・否

　新たに規制項目として設定されたアゾ化合物の分析法確立及び実態調査は、
道民生活の安全を確保するために、道として早期に取り組む必要がある。


